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株主の皆様へ
株主の皆様には、平素より格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げます。
2024年度の情勢は、好調なインバウンド消費の寄与もあり外食需要は堅調な推移を続けてい

ますが、人件費の上昇、原材料価格の高騰、物流費の高止まり、消費者の節約志向など、私たち
を取り巻く経営環境は予断を許さない状況が続いています。
こうした中、当社は、「青果物加工流通分野」において野菜の価値を追求し、未来に向けた

「持続可能な農業」と「食を通じた健康増進」を実現する付加価値創造企業として、数々の施策
を重ねてまいりました。2024年５月には「第五次中期経営計画 keep on trying 2027」をス
タートさせ、「各種ポートフォリオの変革」「青果物サプライチェーンの構造変革」「研究部門・
開発部門への投資拡大」の基本方針の下、数々の具体的な施策展開を推進しております。
業績につきましては、天候不順の影響で各種野菜の生育不良・品質不良が発生し、過去に例を

見ないレベルで仕入価格が高騰したことが収益悪化要因となりました。しかし、年度後半からは
野菜の価格が総じて落ち着く中、仕入・在庫の厳格管理、廃棄ロスの削減、人員配置・物流の最
適化などの現場オペレーションの効率化を一層図ったことに加え、お取引先様への丁寧な説明を
実施した上での売価改善などの効果もあり、収益体質の強化が着実な成果として表れるようにな
りました。また、「物流業界の2024年問題」をチャンスととらえた物流事業、長期保存技術等の
分野でグループの収益基盤安定化に寄与する研究・開発事業、販売チャネルの拡充に成果を示し
たB to C事業など、グループ総合力の発揮も着実に進展した１年でした。
すでにご承知のとおり、わが国の農業の現状は非常に深刻です。現在の農業従事者の平均年齢

は68.7歳。60歳以上の従事者が全体の80％を占め、今後の担い手となる50代以下は僅か20％
という状況です。10年後、さらにその先の未来を考えると、国民全体が危機感を持って未来の
食糧問題を考えていく必要があります。そのような中、今後当社が取り組むべき最も重要な事業
は「持続可能な農業の実現」に向けた各種施策の実行になります。気候変動への対応、農業従事
者の減少など、一次産業における社会課題の解決は急務と言えます。当社グループは今後、中期
的な取組として、「輸入野菜の国産化」「農業への参入」「就農支援プラットフォームの構築」な
ど、これまでのノウハウと実績を基に新たな成長戦略を展開していきます。また、業界のリーデ
ィングカンパニーとして持続可能な農業の実現を、他の産業と協力して推し進めてまいります。
「野菜の未来を変えることで、私達の未来も変える」
それが私たちのパーパスに込めた想いです。株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご
支援ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長 大﨑 善保
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証券コード3392
2025年６月10日

（電子提供措置の開始日: 2025年６月４日）
株 主 各 位

東京都足立区六町四丁目12番12号
デリカフーズホールディングス株式会社
代 表 取 締 役 社 長 大 﨑 善 保

第22回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第22回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本定時株主総会の株主総会参考書類等（議決権行使書用紙を除く）の内容である情報（電子提

供措置事項）は、電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに電子提供
措置事項を掲載しております。当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ＩＲ資料室内の「株主総
会」を選択し、ご確認くださいますようお願い申し上げます。
当社ウェブサイト
https://www.delica.co.jp/ir/

電子提供措置事項は、上記のほかにも東京証券取引所（東証）のウェブサイトでも電子提供措
置をとっております。東証上場会社情報サービス（東証ウェブサイト）にアクセスのうえ、「銘
柄名（会社名）」に「デリカフーズ」又は証券「コード」に「3392」（半角）を入力・検索し、
「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」の順に選択して、ご確認いただけます。

東証上場会社情報サービス
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

お手数ながら、「書面（郵送）」又は「インターネット」(※）により2025年６月25日（水曜
日）午後５時45分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
※インターネットによる議決権行使が可能となりました。お手続きについては、４〜５ページを
ご参照ください。

敬 具

上記対応等につきまして、開催当日までの変更等はインターネット上の当社ウェブサイトにてご
案内いたします。

― 2 ―

2025年05月26日 20時06分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



記
１．日 時 2025年６月26日（木曜日）午前10時

(受付開始時間は、午前９時30分を予定しております。)
２. 場 所 東京都千代田区神田駿河台四丁目６番

御茶ノ水ソラシティカンファレンスセンター ２階
sola city Hall（ソラシティホール）

３. 会議の目的事項
報告事項 １．第22期（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）事業報告、連結

計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第22期（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案
第３号議案

取締役１名選任の件
監査役１名選任の件

第４号議案 補欠監査役１名選任の件
以 上

〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜
◎ 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものと
して取り扱わせていただきます。

◎ 書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第16条の規定に
基づき、電子提供措置事項のうち、次の事項を記載しておりません。
①連結計算書類のうち「連結注記表」
②計算書類のうち「個別注記表」
なお、これらの事項は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした書

類の一部であります。
◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ
せていただきます。

会場の席数に限りがございますので、満席となった場合には、ご来場いただきましても入場をお
断りすることになりますので、予めご承知置きくださいますようお願い申し上げます。
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議決権の行使方法のご案内

当日ご出席の場合

当日ご出席の際は、同封の議決権行
使書用紙を会場受付にご提出くださ
い。

株主総会開催日時

2025年６月26日(木曜日)
午前10時[受付開始：午前9時30分]

当日ご欠席の場合

郵送により議決権を行使する場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、行使期
限までに到着するようご返送くださ
い。議決権行使書面において、議案
に賛否の表示がない場合は、賛成の
意思表示をされたものとして取り扱
わせていただきます。

行使期限

2025年６月25日(水曜日)
午後５時45分到着分まで

インターネットによる議決権行使の場合
次ページの「インターネットによる
議決権行使のご案内」をご参照のう
え、当社の指定する議決権行使ウェ
ブサイトをご利用いただき、行使期
限までに賛否をご入力ください。

行使期限

2025年６月25日(水曜日)
午後５時45分まで

システム等に関するお問い合わせ
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク） 0120-173-027 受付時間:午前９時から午後９時まで
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議決権行使書
〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇

株主総会日

御中 基準日現在のご所有株式数 XX個

XX株議 　 決 　 権 　 の 　 数

ログイン ID
ログイン用QRコード

ＸＸＸＸ-ＸＸＸＸ-ＸＸＸＸＸ-ＸＸＸ
仮パスワード
ＸＸＸＸＸ

1.
2.

議決権の数
ＸＸ個

ＸＸＸＸ年ＸＸ月ＸＸ日

見本 見本

※パソコンで表示した場合の画面イメージの一部です。

「ログインID」及び「仮パスワード」を入力

「ログイン」をクリック

インターネットによる議決権行使のご案内
インターネットによる議決権行使は、パソコン又はスマートフォンから
議決権行使ウェブサイトにアクセスし、賛否をご入力ください。

行 使 期 限 2025年６月25日(水曜日) 午後５時45分まで

ＱＲコードを読み取る方法
「ログインID」、「仮パスワード」を入力することなく、議決
権行使ウェブサイトにログインすることができます。

お手元の議決権行使書用紙の副票（右側）に記載された
「QRコード」を読み取ってください。

※スマートフォンの機種により「QRコード」でのログインができな
い場合があります。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

ログインID・仮パスワードを入力する方法

1 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

2 お手元の議決権行使書用紙の副票（右側）に記載された
「ログインID」及び「仮パスワード」を入力し、「ログイン」
をクリックしてください。

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください

ご注意事項
（1）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。また、パソコンとスマー

トフォン等で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。
（2）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきま

すのでご了承ください。
（3）議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担となります。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第22期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして、
以下のとおりといたしたいと存じます。
① 配当財産の種類

金銭といたします。
② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき、金12円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、194,440,740円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月27日といたしたいと存じます。

― 6 ―

2025年05月26日 20時06分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



第２号議案 取締役１名選任の件

今後の更なる経営基盤の強化及びコーポレート・ガバナンスの一層の拡充・強化を図るため、
取締役を１名増員し、取締役１名の選任をお願いするものであります。
なお、新たに選任された取締役の任期は、当社定款の定めにより、他の在任取締役の任期の満

了する時までとなります。
また、本議案につきましては、指名報酬委員会に諮問し、承認を得ております。
取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当、重要な兼職の状況及び取締役候補者とした理由

社外

高
こうりき
力 美由紀

み ゆ き

(1961年５月12日)
【新任】

1998年 5 月 セゾン総合研究所 主任研究員
2002年４月 西洋フードシステムズ コーポレート室 ＨＲ開発担当
2003年10月 西洋フードシステムズ コーポレート室 広報担当部長
2007年４月 西洋フード・コンパスグループ 人材開発部門 Ｃ＆Ｃリサーチ部長
2009年４月 宮城大学 事業構想学部 准教授
2016年４月 宮城大学 事業構想学部 教授
2018年４月 新潟食料農業大学 食料産業学部 教授（現任）

所有株式数
ー株

〔社外取締役候補者とした理由及び期待される役割〕
高力美由紀氏は、民間企業での人事や広報、マーケティングを主とするコーポ

レート部門での幅広い知見を有しており、また、二つの大学教授を歴任し、フー
ドサービス、フードシステムや外食産業における「食」と「農」との連携等を研
究テーマとして取り組んでおり、広範な知見を活かし、グループ経営を適切に監
督することが期待できる人材と判断しております。

（注）１．高力美由紀氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は、取締役の全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の職務執行に関して行
った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が
填補されることとなり、被保険者の全ての保険料を当社が全額負担しております。本議案をご承認い
ただいた場合、高力美由紀氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。なお、当社
は、当該保険契約を任期途中に同様の内容で更新する予定です。

３．高力美由紀氏は、会社法施行規則第２条第３項第七号に定める社外取締役候補者であります。また、
高力美由紀氏は東京証券取引所有価証券上場規程に定める独立役員であります。

４．高力美由紀氏は、当社又は当社の子会社の業務執行者又は役員であったことはありません。
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５．高力美由紀氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また過去10年間に当社
の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員であったこともありません。

６．高力美由紀氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、
また過去２年間に受けていたこともありません。

７．高力美由紀氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三親等以内の親族
その他これに準ずるものではありません。

8．当社は、尾崎弘之氏及び柴田美鈴氏との間で会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約
を締結しており、当該契約に基づく責任限度額は、会社法第425条第１項の最低責任限度額としてお
ります。また、高力美由紀氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間においても同内容の責任限
定契約を締結する予定であります。
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第３号議案 監査役１名選任の件

本総会終結の時をもって、監査役 三島宏太氏は任期満了となりますので、監査役１名の選任
をお願いしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、重要な兼職の状況及び監査役候補者とした理由

社外

三
み し ま
島 宏太

こ う た

(1972年11月19日)
【再任】

2004年４月 愛知県弁護士会登録
テミス綜合法律事務所 入所

2010年４月 ㈱商工組合中央金庫 嘱託
2013年４月 中部労災看護専門学校非常勤講師
2016年８月 三島宏太法律事務所 所長（現任）
2017年６月 当社 社外監査役（現任）
2017年９月 ㈱アズクリエイティブ 社外取締役
2020年８月 ㈱コムテック 社外取締役監査等委員（現任）
2022年５月 ㈱エイジオホールディングス社外取締役
2025年４月 愛知県弁護士会広報委員会 委員長（現任）

所有株式数
ー株

取締役会出席状況
15回中15回出席

監査役会出席状況
14回中13回出席

〔社外監査役候補者とした理由〕
三島宏太氏は、弁護士として豊富な経験・識見を有しており、当社と特別の利

害関係がない独立的かつ客観的な立場から経営の監視を遂行していただくのに適
任であります。なお、同氏は過去に直接会社経営に関与された経験はありません
が、上記理由により、引き続き社外監査役としての職務を適切に遂行できるもの
と判断しております。

（注）１．監査役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は、監査役の全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の職務執行に関して行
った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が
填補されることとなり、被保険者の全ての保険料を当社が全額負担しております。本議案をご承認い
ただいた場合、三島宏太氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。なお、当社は、
当該保険契約を任期途中に同様の内容で更新する予定です。

３．三島宏太氏は、社外監査役候補者であります。また、三島宏太氏は東京証券取引所有価証券上場規程
に定める独立役員であります。

４．三島宏太氏は、当社又は当社の子会社の業務執行者又は役員であったことはありません。
５．三島宏太氏の当社社外監査役在任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。
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６．三島宏太氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また過去10年間に当社の
特定関係事業者の業務執行者若しくは役員であったこともありません。

７．三島宏太氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、ま
た過去２年間に受けていたこともありません。

８．三島宏太氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三親等以内の親族そ
の他これに準ずるものではありません。

９．当社は、三島宏太氏との間で会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく責任限度額は、会社法第425条第１項の最低責任限度額としております。ま
た、同氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間で上記責任限定契約を継続する予定でありま
す。

（ご参考）
①取締役・監査役候補者の指名の方針及び手続き
取締役・監査役候補者の指名を行うに当たっては、社内外から幅広く候補者を人選し、優れた

人格・見識と高い経営能力を有すると見込まれる候補者として取締役会で決定しております。特
に社外取締役は、経営に対する理解、豊富な実務経験を活かした経営全般にわたる監督機能を、
また社外監査役は、高い専門性と独立性を活かした監査機能を通じて、取締役会の透明性を高め
るとともに、専門的かつ客観的な視点からその役割・責務を果たすことができ、企業価値の向上
に貢献できる方を指名しております。
②社外役員の独立性判断基準及び資質について
当社では、有価証券上場規程（東京証券取引所）第436条の２に規定する独立役員であるこ

と、すなわち、一般株主と利益相反が生じる恐れのない社外役員（会社法施行規則第２条第３項
第５号に規定する社外役員に該当する者）であり、会社経営等における豊富な経験と高い見識を
有する者を社外役員として選任することとしております。
③スキル・マトリックス
当社は、当社グループの持続的な成長と企業価値の向上には取締役会を構成する各取締役の専

門的知識や経験がバランスよく備えられていることが重要であると認識しております。この考え
方のもと、取締役会が備えるべきスキルを明確化したスキル・マトリックスを作成し、多様性と
バランスの確保に努めております。
スキル・マトリックスで表すスキル項目については、取締役会に求められる役割、今後の経営

戦略や当社グループの持つ事業特性等を勘案して選定しております。また各スキルの有無につい
ては、要件に足る高度な見識や高い実績を有するか否かを判断の目安としております。
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なお第２号議案、第３号議案を原案どおりご承認いただいた場合の各取締役及び各監査役のス
キルは以下のとおりです。

【スキルマトリックス：当社が特に専門性の発揮を期待する分野】
専門性と経験

役職 氏名 社内・
社外 性別

在任
年数

（現職）

企業
経営

財務・
会計

法務・
リスク
管理

人事・
労務

営業
マーケ
ティング

生産
品質
管理

Ｒ＆Ｄ
「農」と
「健康」

異業種
知見

代表取締役社長 大﨑 善保 社内 男性 ８年 ● ● ● ● ● ● ●

取締役会長 舘本 勲武 社内 男性 12年 ● ● ●

取締役 小林 憲司 社内 男性 ９年 ● ● ●

取締役 仲山 紺之 社内 男性 ５年 ● ● ● ●

取締役 市野 真理子 社内 女性 ２年 ● ● ●

取締役 尾崎 弘之 社外 男性 10年 ● ● ● ●

取締役 柴田 美鈴 社外 女性 ８年 ● ● ●

取締役 高力 美由紀 社外 女性 ０年 ● ● ●

監査役 田井中 俊行 社内 男性 ３年 ● ● ● ●

監査役 森田 雅也 社外 男性 ９年 ● ● ●

監査役 三島 宏太 社外 男性 ８年 ● ● ●
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件

本総会終結の時をもって、2021年６月23日開催の第18回定時株主総会において選任いただ
いた補欠監査役田中清隆氏の選任の効力が失効いたしますので、あらためて監査役が法令に定め
る員数を欠くことになる場合に備え、候補者田中清隆氏の選任をお願いしたいと存じます。
選任決議の有効期間は、選任決議後４年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会

の開始の時までとなります。
なお、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によりその選任を取り消すこと

ができるものといたします。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、重要な兼職の状況及び補欠監査役候補者とした理由

社外

田
た な か
中 清隆

きよたか

（1944年３月１日）

1974年４月 名古屋弁護士会（現：愛知県弁護士会）登録
吉田清法律事務所入所

1979年４月 田中・水野合同法律事務所 所長
1990年４月 名古屋弁護士会副会長
1995年６月 日本弁護士連合会民事介入暴力対策委員会委員長
1996年１月 テミス綜合法律事務所 所長
2003年４月 名古屋弁護士会会長

日本弁護士連合会副会長
2005年６月 当社 社外監査役
2010年４月 日本司法支援センター愛知地方事務所 所長
2018年10月 弁護士法人テミス綜合法律事務所 代表社員（現任）

所有株式数
ー株

〔補欠監査役候補者とした理由〕
田中清隆氏は、2017年まで当社の社外監査役を務め、適切に経営監視を遂行

した実績があります。また弁護士として豊富な経験・識見を有しております。な
お、同氏は過去に直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記理由によ
り、引き続き社外監査役の補欠監査役として選任することが相当であると判断し
ております。

（注）１．候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．田中清隆氏は、社外監査役の補欠監査役候補者であります。
３．田中清隆氏は、東京証券取引所有価証券上場規程に定める独立役員の要件を満たしており、同氏が社

外監査役として就任した場合、当社は同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
４．田中清隆氏は、当社又は当社の子会社の業務執行者又は役員であったことはありません。
５．田中清隆氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また過去10年間に当社の

特定関係事業者の業務執行者若しくは役員であったこともありません。
６．田中清隆氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、ま

た過去２年間に受けていたこともありません。
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７．田中清隆氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三親等以内の親族そ
の他これに準ずるものではありません。

８．田中清隆氏が社外監査役に就任した場合、当社は同氏との間で当社定款の定めに基づき会社法第423
条第１項に関する責任を法令の限度において免除することができる責任限定契約を締結する予定であ
ります。

９．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おります。当該保険契約では、被保険者が会社の職務執行に関して行った行為に起因して損害賠償請
求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が填補されることとなります。田
中清隆氏が監査役に就任した場合、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

以 上
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事 業 報 告

（自
至

2024
2025

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

１． 企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過及びその成果
当連結会計年度（2024年４月１日〜2025年３月31日）におけるわが国経済は、所得・雇用

環境の改善などを背景に社会経済活動の正常化が進み、緩やかな回復傾向を続けました。その
一方で、ウクライナ情勢の長期化や米国における新政権の誕生など地政学的リスクの高まりに
加え、物価高や円安基調の継続、金融資本市場の変動の影響、個人消費の伸び悩みなど、景気
の先行きは依然として不透明な状況にあります。

当社グループの主要顧客である外食産業においては、好調なインバウンド消費の寄与もあっ
て需要は堅調な推移を続けていますが、慢性的な人手不足による人件費の上昇、原材料価格の
高騰、物流費の高止まり、物価高に起因する消費者の節約志向が継続するなど、経営環境は依
然厳しい状況が続いています。

こうした中、当社は、「青果物加工流通分野」において野菜の価値を追求し、未来に向けた
「持続可能な農業」と「食を通じた健康増進」を実現する付加価値創造企業として、数々の施策
を重ねております。2024年５月には、長期ビジョンとして当社の「10年後のありたい姿」を
改めて設定した上で、「第五次中期経営計画 keep on trying 2027」を発表し、「各種ポート
フォリオの変革」「青果物サプライチェーンの構造変革」「研究部門・開発部門への投資拡大」
の基本方針の下、数々の具体的な施策展開を推進しているところです。

当連結会計年度において、当社グループは外食需要の堅調な推移や省力化ニーズの高まりを
とらえることで、引き続き着実に売上を伸ばしました。主業である青果物流通事業を担うデリ
カフーズ㈱において、継続的に取引業種バランスの最適化を図りながら、新たなお取引先様ニ
ーズへの積極的な対応を進めた他、消費者向けミールキットを手掛ける楽彩㈱を中心に、Ｂto
Ｃ事業の拡充も推し進めました。また、物流子会社であるエフエスロジスティックス㈱も、「物
流業界の2024年問題」をチャンスととらえ、新規開拓によるグループ外売上の拡大に努めまし
た。以上の結果、当連結会計年度における売上高は、58,762百万円（前期比11.2％増）と３年
連続で過去最高を更新しました。

一方、損益面では、正社員・パート従業員の処遇見直し、商品開発や研究開発への積極的且
つ継続的な投資等に伴う経費増が先行的に発生する中、2024年４月に開設した大阪FSセンター
の立ち上げにかかる一過性の諸経費が発生したこと、第３四半期までは天候不順（春先の長雨、
夏場の猛暑、秋以降の少雨等）の影響で各種野菜の生育不良・品質不良が発生し、輸入商材を
含め、過去に例を見ないレベルで急激に、また長期にわたり仕入価格が高騰したことが収益悪
化要因となりました。しかし、第４四半期に入り野菜の価格が総じて落ち着く中、仕入・在庫
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の厳格管理、廃棄ロスの削減、人員配置・物流の最適化などの現場オペレーションの効率化を
一層図ったことに加え、お取引先様への丁寧な説明を実施した上での売価改善などの効果もあ
り、売上高収益体質の強化が着実な成果として表れるようになりました。以上の結果、当連結
会計年度の営業利益は805百万円（前期比29.0％減）、経常利益は884百万円（前期比29.7％
減）、親会社株主に帰属する当期純利益は542百万円（前期比46.5％減）と、いずれも減益とな
ったものの、2024年10月に修正した業績予想を上回る着地となりました。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度において991百万円の設備投資（有形固定資産及び無形固定資産を含む）

を実施いたしました。主な内容は、次のとおりであります。

当連結会計年度中に取得した主要な設備
・連結子会社 建物・機械装置 (デリカフーズ株式会社 大阪事業所）

（3）資金調達の状況
当社グループは設備投資及び借入金の返済等に必要な資金につき、自己資金のほか金融機

関からの借入、第三者割当増資によって調達しております。
今後も引き続き、直接金融・間接金融の適切なバランスを図りつつ、財務基盤及び事業基

盤の強化を実現し、中長期的な企業価値の向上につなげてまいります。
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（4）当社の経営方針
当社グループでは、我々の社会的な存在価値と目指す未来に向け、Purpose及び

Mission・Vision・Value（MVV）を定めております。また、MVVを実現するための社員
の行動指針として、全20項目からなるCredoを定めております。

当社グループは、これらの新しい価値観に基づき、「日本の農業の発展」と「国民の健康
増進」への貢献を目的に事業を展開しております。青果物加工流通分野において青果物の価
値を追求することで、未来に向けた「持続可能な農業」と「食を通じた健康増進」を実現す
る付加価値創造企業として、お客様及び株主の皆様の信頼と期待にお応えし、企業価値の一
層の向上を目指してまいります。

■第五次中期経営計画「keep on trying 2027」
昨年５月に、長期ビジョンとして当社グループの「10年後のありたい姿」を改めて設定

したうえで、その実現に向けた新たな成長フェーズへの転換点として、第五次中期経営計画
「keep on trying 2027」を策定しました。

当該計画における基本方針は以下のとおりです。

【長期ビジョン（10年後のありたい姿）】
１．野菜の総合加工メーカーとしてのポジションを確立
２．持続可能な農業の実現
３．個人の幸福と会社の繁栄の両立を実現
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【第五次中期経営計画の概要】
〔基本方針（事業戦略）〕

基本方針（事業戦略） 取組内容
各種ポートフォリオの
変革

ａ．事業ポートフォリオの変革
ｂ．商品ポートフォリオの変革
ｃ．顧客ポートフォリオの変革

青果物サプライチェーン
の構造改革

ａ．輸入野菜の国産化
ｂ．調達インフラの再構築
ｃ．青果物サプライチェーンの合理化

研究部門・開発部門への
投資拡大

ａ．野菜を中身で評価
ｂ．貯蔵の長期化
ｃ．新規商品・新規事業の開発

〔基本方針（サステナビリティ）〕

マテリアリティ
天の恵みである野菜を100％使い切る

地球環境問題への取組み

心身両面における健全性を実現する人的資本政策

健康で住みやすい社会の実現

堅確な食品安全マネジメントシステムの構築

「損得の前に善悪」で考える公正かつ堅確な企業運営の実践
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■主要数値目標と第１期目の実績

（財務）

（非財務）
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（5）対処すべき課題
①気候変動、天候不順がもたらす収益インパクトの低減

気候変動、天候不順に伴う野菜価格高騰の影響を低減することで収益の安定化を図るこ
とは、当社にとって最大の経営課題の一つです。貯蔵能力の増強、野菜の長期保存技術の
確立、川上である生産分野への寄与など、中期的な視野で抜本的な対策に取り組んでまい
ります。

②物流事業の拡大
当社独自の強みとして位置づけられる物流事業は、気候変動の影響を受けづらい安定性

と、幅広い顧客層を展望できる成長性とを併せ持つ重点戦略分野であり、今後もグループ
外への販路拡大を始めとする事業拡大に一層注力してまいります。

③質・量両面での人財の拡充
全従業員が志を高く持ち、活躍できる企業であることを目指し、「多様な人財の採用」

「挑戦・イノベーションを起こす人財の育成」「次世代リーダーの育成」に取り組むこと
で、社会的課題を解決できる組織の醸成を進めてまいります。

④強固な財務基盤の構築
収益基盤の強化を継続的に推進するとともに、資金調達手段の更なる多様化も図りなが

ら、財務体質の健全性確保と成長戦略の実現を両立してまいります。
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（６）財産及び損益の状況
区 分 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

（当連結会計年度）
売 上 高 （千 円） 39,788,128 47,925,283 52,823,998 58,762,579
営 業 利 益 又 は 営 業
損 失 （△）（千 円） △397,125 635,915 1,134,696 805,633

経 常 利 益 又 は 経 常
損 失 （△）（千 円） △242,716 769,394 1,258,282 884,215

親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に帰
属する当期純損失（△）（千円）

△746,543 702,499 1,013,953 542,013

１株当たり当期純利益又は１株
当たり当期純損失（△）（円） △50.57 47.25 62.28 33.26

総 資 産（千円） 22,945,838 24,866,956 28,848,387 26,640,967

純 資 産（千円） 6,236,870 7,715,691 8,750,858 9,030,506

１株当たり純資産額（円） 422.46 474.15 537.43 557.32
（注）1．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に

基づいて算出しております。
2．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。
以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりますが、当連
結会計年度の損益及び期首利益剰余金に与える影響はありません。
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39,788,128

47,925,283

△397,125

635,915

△242,716

769,394

△746,543

702,499
22,945,838

24,866,956

6,236,870
7,715,691

△50.57

47.25

422.46
474.15

52,823,998

1,134,696 1,258,282

1,013,953

28,848,387

8,750,858

537.43

62.28

805,633
884,215

58,762,579

557.32

33.26

26,640,967

9,030,506

542,013

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期
(当連結会計年度)

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期
(当連結会計年度)

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期
(当連結会計年度)

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期
(当連結会計年度)

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

■ 総資産　■ 純資産 ■ １株当たり当期純利益　■ １株当たり純資産額

2025年３月期
(当連結会計年度)

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期
(当連結会計年度)

（単位：千円）売上高 （単位：千円）営業利益 （単位：千円）経常利益

（単位：千円）
親会社株主に帰属する
当期純利益 （単位：千円）総資産/純資産 （単位：円）１株当たり当期純利益/

１株当たり純資産額
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（7）親会社及び子会社の状況（2025年３月31日現在）
① 親会社の状況

該当事項はありません。
② 子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
議決権比率 主要な事業内容

デ リ カ フ ー ズ 株 式 会 社 96,000千円 100％ 青果物の加工及び販売

デ ザ イ ナ ー フ ー ズ 株 式 会 社 20,000千円 100％
食に関する機能性研究と
コンサルティング
食品の成分分析

エフエスロジスティックス株式会社 82,000千円 100％ 貨物自動車運送業

デ リ カ フ ー ズ 長 崎 株 式 会 社 10,000千円 100％ ミールキットの製造販売

楽 彩 株 式 会 社 100,000千円 100％ ミールキット企画・販売
青果物通販、ＥＣビジネス

（注）当連結会計年度において、当社連結子会社であった㈱メディカル青果物研究所は、当社連結子会社で
あるデザイナーフーズ㈱を存続会社とする吸収合併により消滅しました。

③ 特定完全子会社の状況
会 社 名 住所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

デ リ カ フ ー ズ 株 式 会 社 東京都足立区六町
四丁目12番12号 1,202,266千円 4,870,027千円

（8）主要な事業内容 （2025年３月31日現在）
当社は持株会社として、子会社４社及び孫会社１社を統括・管理しております。
当社グループの主要な事業は、以下のとおりです。
青果物事業においては、主にホール野菜の販売、カット野菜及びミールキットの製造及び

販売を行っております。
物流事業においては、主に青果物等の食品配送サービスを行う物流事業を行っておりま

す。
研究開発・分析事業においては、食に関する商品開発コンサルティングサービス及び受託

分析サービス等を行っております。
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（9）主要な事業所及び工場（2025年３月31日現在）
会 社 名 事 業 所 名 所 在 地

デリカフーズ株式会社 東京事業所
（東京ＦＳセンター） 東京都足立区

〃 神奈川事業所 神奈川県大和市
〃 西東京事業所 東京都昭島市
〃 仙台事業所 宮城県仙台市宮城野区
〃 愛知子宝事業所 愛知県弥富市

〃 大阪事業所
（大阪ＦＳセンター） 大阪府茨木市

〃 兵庫事業所 兵庫県加古郡稲美町
〃 奈良事業所 奈良県磯城郡田原本町
〃 九州事業所 福岡県宗像市
〃 北海道事業所 北海道札幌市白石区

デリカフーズ長崎株式会社 本社事業所 長崎県諫早市

（10）企業集団の使用人の状況（2025年３月31日現在）
使用人数 前連結会計年度末比増減

794名（2,274名） 47名増（49名増）
（注）１．使用人数は就業人員数です。

２．パート及び嘱託は( )内に外数で記載しております。
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（11）主要な借入先及び借入額（2025年３月31日現在）
借入先 借入額

株式会社日本政策金融公庫 4,245,299千円
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2,131,779千円
株式会社みずほ銀行 1,191,634千円
株式会社三井住友銀行 886,352千円
株式会社埼玉りそな銀行 770,012千円
株式会社りそな銀行 468,749千円
株式会社あいち銀行 350,000千円

（注）１．2025年３月31日現在の借入額が、２億円以上の金融機関を記載しております。
２．当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締
結しております。
当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。
当座貸越極度額 2,850,000千円
借入実行残高 650,000 〃
差引額 2,200,000千円

（12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社は、2023年12月14日開催の取締役会決議に基づき、2024年４月１日付で、当社連

結子会社であるデザイナーフーズ㈱を存続会社とし、当社連結子会社である㈱メディカル青
果物研究所を消滅会社とする吸収合併を実施いたしました。
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２．会社の株式に関する事項
（1）株式数及び株主数（2025年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 20,000,000株
② 発行済株式総数 16,203,395株（自己株式168,605株を除く。）
③ 株主数 13,356名
④ 単元株式数 100株

（2）大株主（上位10名）（2025年３月31日現在）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

舘本 篤志 2,038,900株 12.58％
エア・ウォーター株式会社 1,719,400株 10.61％
舘本 勲武 967,100株 5.97％
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 563,500株 3.48％
大﨑 善保 363,411株 2.24％
株式会社オリエンタル 200,000株 1.23％
デリカフーズグループ従業員持株会 198,400株 1.22％
野村 五郎 189,800株 1.17％
ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 151,400株 0.93％
丹羽 真清 149,400株 0.92％

（注）当社は、自己株式168,605株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（3）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
交付対象 株式の種類 株式数 交付対象者数
取締役

（社外取締役を除く） 普通株式 30,592株 ４名

３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度の末日に当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の

内容の概要
該当事項はありません。

（2）当事業年度中に当社使用人、子会社役員及び使用人に対して職務執行の対価として交付さ
れた新株予約権の内容の概要
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 大 﨑 善 保

デリカフーズ㈱ 取締役
デリカフーズ長崎㈱ 取締役
楽彩㈱ 代表取締役社長
デザイナーフーズ㈱ 取締役
エフエスロジスティックス㈱ 取締役

取 締 役 会 長 舘 本 勲 武
取 締 役 小 林 憲 司 デリカフーズ㈱ 代表取締役社長

取 締 役 仲 山 紺 之
デザイナーフーズ㈱ 監査役
楽彩㈱ 監査役
エフエスロジスティックス㈱ 取締役

取 締 役 市 野 真 理 子 デザイナーフーズ㈱ 代表取締役社長
デリカフーズ長崎㈱ 取締役

取 締 役 尾 崎 弘 之

㈱パワーソリューションズ 社外取締役 監査等委員
文部科学省核融合科学技術委員会 委員
㈱シマブンコーポレーション 社外取締役
早稲田大学ビジネス・ファイナンス研究センター研究
院 教授（2025年４月より）

取 締 役 柴 田 美 鈴
弁護士
日本女性法律家協会 副会長（2025年６月退任予定）
ＳＯＭＰＯホールディングス㈱ 社外取締役
㈱パイロットコーポレーション 社外取締役

常 勤 監 査 役 田 井 中 俊 行
デリカフーズ㈱ 監査役
エフエスロジスティックス㈱ 監査役
デリカフーズ長崎㈱ 監査役

監 査 役 森 田 雅 也
公認会計士
りんく税理士法人 代表社員
㈱リンクマネジメント 代表取締役
ジャニス工業㈱ 社外取締役 監査等委員

監 査 役 三 島 宏 太
弁護士
愛知県弁護士会広報委員会 副委員長（2025年４月よ
り委員長）
㈱コムテック 社外取締役 監査等委員

― 26 ―

2025年05月26日 20時06分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



（注）１．柴田美鈴氏につきましては、職業上使用している氏名であり、戸籍上の氏名は小山美鈴氏であり
ます。

２．取締役尾崎弘之氏及び柴田美鈴氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。な
お、両氏は株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない
独立役員であります。

３. 監査役森田雅也氏及び三島宏太氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。な
お、両氏は株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない
独立役員であります。

４. 監査役森田雅也氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有
するものであります。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び社外監査役と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を

締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める額を責
任の限度としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結し、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該
保険契約により填補することとしております。当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は、
当社の取締役、監査役及び執行役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が

法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には補填の対
象とならないなど、一定の免責事由があります。

（4）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下「決定方針」という。）
を定めており、決定方針の決定方法は、社外取締役及び社外監査役を含むメンバーで構成
される指名報酬委員会の諮問を経て、取締役会の決議によることとしております。
当該決定方針は、「基本方針」、「基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に

関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）」、「業績連動報酬
等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与え
る時期又は条件の決定に関する方針を含む。）」、「金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は
非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針」及び
「取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項」により構成されておりま
す。
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「基本方針」においては、業績連動報酬制度の採用のほか、報酬制度をコーポレートガ
バナンスにおける重要事項と位置づけ、報酬規範を規定しています。
「基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時

期又は条件の決定に関する方針を含む。）」においては、業務執行取締役の報酬について、
取締役としての役位、担当職務、業績、貢献度、在任年数及び同規模若しくは同業種の企
業における報酬水準等を総合的に勘案し適正な金額となるよう算定すること及び、各取締
役の担当職務の規模・責任やグループ経営への影響の大きさに応じて設定する役割等級に
応じた金額とすること等を定めております。
「業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方

針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）」においては、業績連動報
酬等について、基本報酬（金銭報酬）に個別の取締役の前年度の実績、業績数値及び個人
考課に応じて一定の範囲内で加算することで取締役個人の成果に報いること及び、非金銭
報酬等は、譲渡制限付株式とすること等を定めております。
「金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等

の額に対する割合の決定に関する方針」においては、業務執行取締役の種類別の報酬割合
は、役位、担当職務、業績、将来予測等を踏まえ、インセンティブとして最も適切な支給
割合とすることを定めております。
「取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項」においては、取締役の

個人別の報酬額の決定プロセス等について定めております。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の金銭報酬の額は、2005年６月29日開催の第２回定時株主総会において年額２

億円以内と決議されております（使用人兼務取締役の使用人部分の給与は含みません）。
当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は７名であります（決議当時、社外取締役は選
任されていません）。また、当該金銭報酬とは別枠で、2018年６月22日開催の第15回定
時株主総会において、株式報酬の額を年額１千万円以内、株式数の上限を年16,000株以
内（社外取締役は付与対象外）と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役
（社外取締役を除く）の員数は４名であります。この株式報酬の額については、2024年６
月28日開催の第21回定時株主総会において、年額３千万円以内、株式数の上限を年
50,000株以内（社外取締役は付与対象外）と増額することを決議しております。当該定
時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は５名であります。
なお、監査役の金銭報酬の額は、2005年６月29日開催の第２回定時株主総会において

年額５千万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３
名であります。
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③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する事項
当社では、取締役の個人別の報酬額の具体的内容の決定に当たり、下記の手順により金

額を決定することとしております。

ａ 査定報酬＋ｂ 加算報酬＋ｃ 減算報酬＝当期年俸

【ａ 査定報酬】
グループ各社ごとに設定された「基準報酬」に対し、代表取締役が「役員執行度評

価」の結果を踏まえ、職務の責任及び活動の執行度合いを80％〜100％の範囲内で
査定して算出。

【ｂ 加算報酬】
（１）代表取締役による理念経営評価、（２）前期実績値に基づく定量評価を実施

のうえ、それぞれの加算額を算出。
【ｃ 減算報酬】

会社に著しく損害又は損失を与えた場合、代表取締役が減額を決定。

なお、評価項目・評価内容について各取締役に対して開示も行うことで、公平性と透明
性を確保しております。
取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、代表取締役が原案を作成し、取締

役評価委員会及び指名報酬委員会が原案について決定方針との整合性を含め多角的に検討
しております。取締役会は基本的にその答申を尊重することとしており、当該個人別の報
酬等の内容は決定方針に沿うものであると判断しております。

④ 監査役の報酬等の額又は算定方法に係る決定方針
監査役の報酬は、経営に対する独立性、客観性を重視する観点から固定報酬のみで構成

され、各監査役の報酬額は、監査役会において監査役の協議で決定しております。

⑤ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

業績連動報酬
役員賞与 非金銭報酬等

取締役
（うち社外
取締役）

128,468
（7,080）

117,509
（7,080） − 10,959

(−)
７

（２）

監査役
（うち社外
監査役）

16,800
（6,000）

16,800
（6,000） − ー ３

（２）
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（注）1．当社は非金銭報酬等として、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとと
もに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的とする、譲渡制限付株式報酬を採用し
ており、その概要は以下のとおりであります。

① 譲渡制限期間
当該譲渡制限付株式は、譲渡制限期間を割当を受けた日より30年間から35年間までの間

で取締役会が予め定める期間とします。
② 退任又は退職時の取扱い

対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社又は当社のグループ会社の役員等の地位を退任又
は退職した場合、その退任又は退職につき、任期満了、死亡その他正当な理由がある場合を
除き、当社は本割当株式を当然に無償で取得します。

③ 譲渡制限の解除
当社は、対象取締役が譲渡制限期間中に継続して当社又は当社のグループ会社の役員等の

地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点
をもって譲渡制限を解除します。ただし、当該対象取締役が、任期満了、死亡その他正当な
理由により、譲渡制限期間が満了する前に当社又は当社のグループ会社の役員等の地位を退
任又は退職した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期
を、必要に応じて合理的に調整するものとします。

④ 組織再編等における取扱い
当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株

式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会で承認され
た場合には、取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日
までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生
日に先立ち譲渡制限を解除します。

2．業績連動報酬の業績指標については、売上高及び経常利益を用いることとしております。これ
は、グループ全体の年間の営業活動の成果を表す数値として適切と考えるためであります。当該
業績連動報酬の額の算定方法は、上記「取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する事項」に
記載の内容を援用しております。なお、当該業績指標の実績は、連結損益計算書に記載のとおり
です。

（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社の関係

社外取締役尾崎弘之氏の兼職先である株式会社パワーソリューションズ、株式会社シマ
ブンコーポレーション、早稲田大学ビジネス・ファイナンス研究センター研究院と当社と
の間には重要な関係はありません。
社外取締役柴田美鈴氏の兼職先であるＳＯＭＰＯホールディングス株式会社、株式会社

パイロットコーポレーションと当社との間には重要な関係はありません。
社外監査役森田雅也氏の兼職先である りんく税理士法人、株式会社リンクマネジメン

ト及びジャニス工業株式会社と当社との間には重要な関係はありません。
社外監査役三島宏太氏の兼職先である株式会社コムテックと当社との間には重要な関係

はありません。
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② 取締役会及び監査役会への出席状況及び主な活動状況（社外取締役が果たすことが期待
される役割に関して行った職務の概要を含む）

区分 氏名 主な活動内容

社外取締役 尾崎 弘之

当事業年度開催の取締役会全15回の全てに出席しております。尾崎
氏には、企業経営に関する豊富な経験と幅広い知見を活かし、当該視
点に基づく監督機能を果たすことを期待されております。
当事業年度においては、特に業務提携や新規事業、グループ会社業

績管理に関する案件等で取締役会で積極的に発言をするなど、当社の
社外取締役として業務執行に対する監督、助言等適切な役割を果たし
ております。

社外取締役 柴田 美鈴

当事業年度開催の取締役会全15回中14回に出席しております。柴田
氏には、弁護士としての専門的見地から主に法務やコンプライアンス
に関する豊富な経験と幅広い知見を活かし、当該視点に基づく監督機
能を果たすことを期待されております。
当事業年度においては、特に統合報告書、サステナビリティや保険

契約に関する案件等で取締役会で積極的に発言をするなど、当社の社
外取締役として業務執行に対する監督、助言等適切な役割を果たして
おります。

社外監査役 森田 雅也
当事業年度開催の取締役会全15回の全て、また監査役会全14回の全

てに出席し、必要に応じて公認会計士としての専門的見地から、主に
経理・財務や税務についての発言を行っております。

社外監査役 三島 宏太
当事業年度開催の取締役会全15回の全て、また監査役会全14回中

13回に出席し、必要に応じて弁護士としての専門的見地から主に法務
やコンプライアンスについての発言を行っております。

③ 情報交換・認識共有に関する事項
当社の社外役員（社外取締役２名・社外監査役２名）は、それぞれの専門的知見を経営

に活かすため、月に一度社外役員会議を開催し、情報の共有と意思疎通を図っておりま
す。
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

南青山監査法人

（2）会計監査人の報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 28,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 29,500千円

（注）１．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過
年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の
職務遂行状況を確認し、当連結会計年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査
人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれら
の合計額を記載しております。

（3）責任限定契約の内容の概要
当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該会計監査人

に悪意又は重大な過失があった場合を除き、事業年度ごとの監査報酬等の額のうち最も高い
額に２を乗じた額を損害賠償責任の限度額とすることを定めております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基
づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
また監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査
役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解
任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．会社の体制及び方針
（1）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、「効率的且つ健全な企業経営を可能にするシステム」との基本的認識からコーポ
レートガバナンスの充実を図り、株主の権利を重視するとともに、社会的信頼に応えるた
め、取締役及び監査役制度を軸として経営の健全性の維持と透明性を確保する所存です。コ
ーポレートガバナンス・コードの遵守に努め、経営効率を高めるためのより強固な組織体制
と内部統制の仕組みを構築し、役職員全員が高い倫理観を維持するとともに企業内容の積極
的な開示、経営の公正性、意思決定の迅速化に取り組みます。また、企業の永続的な発展の
ためには、企業利益の追求と社会的責任を果たすことが重要であると考え、株主を含む全て
のステークホルダーとの円滑な関係を目指し、企業価値を高めてまいります。

（2）業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
当社は、業務運営の適正化を確保するための基本方針として2006年５月の取締役会にお

いて「内部統制システム構築の基本方針」について下記のとおり決議し、運用しておりま
す。
① 内部統制基本方針

当社では、2005年８月に「デリカフーズグループ行動規範」、「企業行動憲章」を制定
し、日頃の業務運営の指針としております。当社は、この指針に基づき、会社の業務の適
正を確保する体制を整備し、社会的使命を果たします。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、稟議規程、文書管理規程、経理規程に基づ

き、その保存媒体に応じて、適切かつ確実に検索性の高い状態で記録・保存・管理するこ
ととしております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
代表取締役は事業リスクを部門ごとに管理する危機管理委員会を主催し、取締役を危機

管理委員会における「食品安全」、「物流安全」、「労災事故対策」、「ＩＴセキュリティ」及
び「人事・採用」の各分科会の担当に任命し、体系的に管理しております。このほか、コ
ンプライアンス委員会、ハラスメント防止対策委員会等の各種委員会も充実させ、高度化
する企業リスクに対応する体制としております。
また当社では、大規模自然災害の発生を想定したＢＣＰ（事業継続計画）を制定してお

り、不測の事態が発生した場合には代表取締役を中心とした対策本部を設置のうえ、全役
職員一体で危機管理及び被害防止に当たります。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行については、組織規程、職務分掌規程、職務権限規程において、そ

れぞれの責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定め、効率的に職務の執行が行
われる体制をとっております。また、中期経営計画及び年度事業計画の策定を通じ、経営
方針と事業目的を具体化・共有することによって効率的に職務の執行を行っております。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
「関係会社管理規程」に基づき、当社及び関係会社の管理は担当取締役が統括します。

担当取締役は、円滑な情報交換とグループ活動を促進するため、定期的に当社及び関係会
社の全体的な会議（経営本会議）を開催しております。
関係会社の所轄業務についてはその自主性を尊重しつつ、経営計画に基づいた施策と効

率的な業務遂行、「行動規範」「企業行動憲章」に則ったコンプライアンス体制の構築、リ
スク管理体制の確立を図るため、担当取締役が統括管理しております。担当取締役は、関
係会社の管理の進捗状況を定期的に取締役会及び経営本会議において報告しております。
また取締役会及び経営会議は、グループ管理体制を見直し、問題点の把握と改善に努め

ております。

⑥ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、取締役の職務権限、会議体の開催や付議基準を明確化するとともに、意思決定

の妥当性を高めるためのプロセス・体制を確立しております。
取締役会は原則月１回開催し、経営に関する重要事項について審議、議決及び取締役の

職務執行状況の相互チェックを行っており、各監査役は取締役会への出席を通じ取締役会
付議事項や決議プロセスについて監督しております。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役から職務を補助する使用人を置くことを求められた場合には、監査役と協議のう

え合理的な範囲で配置することといたします。また、当該使用人の任命・異動等人事権に
係る事項の決定には、監査役の事前の同意を得ることにより、取締役からの独立性を確保
いたします。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び不正行

為や重要な法令並びに定款違反行為を認知した場合のほか、取締役会に付議する重要な事
項と重要な決定事項、重要な会議の決定事項、重要な会計方針・会計基準及びその変更、
内部監査の実施状況、重要な月次報告、その他必要な重要事項を、法令及び「監査役監査
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基準」に基づき監査役に報告することになっております。
また、当社の業務又は業績に影響を与える重要な事項について監査役に都度報告するも

のとしております。なお前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて取締役及び使用
人に対して報告を求めることができるものとします。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役のうち半数以上を社外監査役とし、独立性を強化しております。監査役は、定期

的に監査役会を開催し、監査役相互の情報・意見交換を通じて課題を共有するとともに、
代表取締役、内部監査室、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換しております。

（3）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること、その他会社の業務運営の適正を確保

するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。
① 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・当事業年度に開催された取締役会議事録及び添付書類は施錠管理された場所で適切に
保管しております。

・監査役による取締役会議事録及び添付書類の保管状況のチェックが定期的に実施さ
れ、安全かつ適切に管理されていることが確認されました。

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・事業リスクを部門ごとに管理するため「危機管理委員会」、「全国管理部門会議」等の
会議体を年複数回開催し、リスクの洗い出しと早期対応を進めております。

・災害発生時の人的損失を最小限に抑えるため、全ての事業所で定期的に避難訓練を実
施しております。

・ＢＣＰ（事業継続計画）に基づく従業員の安否確認テストを実施したほか、基幹シス
テムのバックアップ体制の整備を行っております。

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社取締役会に出席し、意見を述べる権利を、執行役員やグループ会社の代表取締役
に付与することで、取締役の負担を軽減し、管掌業務の執行に専念することができる
体制を整えております。

・取締役会の開催にあたり、事務局が議案の取りまとめや資料の整理を行っており、円
滑で効率的な議事運営が可能になっております。
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④ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社グループ各社の取締役及び幹部従業員で構成される「経営本会議」を月１回開催
し、業務報告及び情報共有を行っております。

・当社内部監査室が当社グループの全ての会社の内部監査を担当しており、全ての監査
結果は当社代表取締役、社外役員を含む取締役及び監査役に報告され情報共有されて
おります。

⑤ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社グループに在籍する全ての役職員を対象とした内部通報制度を導入し、逐次情報
が提供される体制を構築しております。

・毎月開催される取締役会では、内部監査部門から法令への適合状況が方臆されており
ます。

・社外取締役を含む取締役及び担当部門長から成るコンプライアンス委員会を定期的に
開催し、コンプライアンス体制の自己評価を行っております。

・全ての役職員に対してコンプライアンス研修を実施しております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
・監査役から当該要求がなされた事例はありませんが、使用人を置くことを求められた
場合には、監査役会直属とすることを検討いたします。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
・内部通報制度を利用して報告がなされた場合、受付担当部門は内容を判断のうえ、監
査役にも報告することがあります。また当該通報者に対しては、内部通報規程により
一切の不利益な取り扱いが禁止されております。

・当社では毎月１回社外監査役・社外取締役による社外役員会議が開催されています。
常勤監査役は、このような場を利用して社外監査役に対して連絡・相談を行っており
ます。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役は定期的に内部監査室又は会計監査人と会合を開催しております。
・監査役の監査費用は、請求に基づき速やかに処理しております。
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（4）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
① 基本的な考え方

当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対して
は、断固とした態度で対応し、一切の関係を排除すること、それらの行動を助長するよう
な行為は行わないことを基本方針としております。

② 整備状況
「反社会的勢力に対する宣言文」を取締役会で決議、公表するとともに全役職員への周

知徹底に努めております。また、総務部門を対応窓口として、対応マニュアルの整備、社
内勉強会等を行っているほか、警視庁管内特殊暴力防止対策連合会(特防連)等の暴追セン
ターへの加盟、弁護士、所轄警察署等の社外専門家や関係機関等と連携して積極的な情報
の収集・管理を行いながら、不当要求等が発生した場合の相談体制を整備しております。

（5）株式会社の支配に関する基本方針
当社は、現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に定めて

おりません。
一方で、大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さないものに

ついては適切な対応が必要と考えており、今後の法制度の整備や社会的な動向を見極めつ
つ、今後も慎重に検討を行ってまいります。

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様への利益還元策として、配当による成果の配分を重要視しており、収

益力強化による配当原資の確保を図りながら、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方
針としております。
当社は、取締役会の決議によって中間配当を行うことができる旨を定めておりますが、原

則として、株主総会の決議による期末配当をもって剰余金の配当を行うことを基本的な方針
としております。

〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜
（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。ま

た、比率は表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

[流 動 資 産]
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

[固 定 資 産]
（有形固定資産）

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

（無形固定資産）
そ の 他

（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
投 資 不 動 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

10,594,645
3,716,137
6,155,637
331,149
16,207

166,516
219,325
△10,327

16,046,322
14,649,904
8,110,848
2,130,541
3,914,760
235,787
65,879

192,088
64,364
64,364

1,332,052
699,354
192,474
119,320
27,674

294,991
△1,762

[流 動 負 債] 8,391,326
買 掛 金 3,059,851
短 期 借 入 金 650,000
１年内返済予定の長期借入金 1,587,727
リ ー ス 債 務 103,873
未 払 法 人 税 等 134,805
未 払 金 2,536,739
未 払 費 用 95,887
賞 与 引 当 金 163,290
そ の 他 59,151

[固 定 負 債] 9,219,134
長 期 借 入 金 8,116,038
リ ー ス 債 務 198,927
退 職 給 付 に 係 る 負 債 211,378
資 産 除 去 債 務 541,229
繰 延 税 金 負 債 114,046
そ の 他 37,514
負 債 合 計 17,610,461

純 資 産 の 部
[株 主 資 本] 8,743,056
（資本金） 1,772,363
（資本剰余金） 2,588,508
（利益剰余金） 4,454,159
（自己株式） △71,974
[その他の包括利益累計額] 287,449

その他有価証券評価差額金 261,487
退職給付に係る調整累計額 25,962
純 資 産 合 計 9,030,506

資 産 合 計 26,640,967 負債及び純資産合計 26,640,967
※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自
至

2024
2025

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 58,762,579
売 上 原 価 44,407,102

売 上 総 利 益 14,355,477
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,549,843

営 業 利 益 805,633
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,451
受 取 配 当 金 7,046
物 品 売 却 益 31,720
助 成 金 収 入 23,669
受 取 賃 貸 料 58,222
そ の 他 49,837 174,947

営 業 外 費 用
支 払 利 息 79,342
そ の 他 17,023 96,366
経 常 利 益 884,215

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,441 3,441

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 3,365
固 定 資 産 売 却 損 7,399
解 約 違 約 金 12,000 22,765
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 864,891
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 247,749
法 人 税 等 調 整 額 75,127 322,877
当 期 純 利 益 542,013
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 542,013

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連結株主資本等変動計算書

（自
至

2024
2025

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 1,772,363 2,573,208 4,107,540 △20,321 8,432,790
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △195,394 △195,394
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 542,013 542,013

自 己 株 式 の 取 得 △61,800 △61,800
自 己 株 式 の 処 分 15,300 10,147 25,447
株主資本以外の項目
の当期変動額 ( 純額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― 15,300 346,619 △51,652 310,266
当 期 末 残 高 1,772,363 2,588,508 4,454,159 △71,974 8,743,056

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証

券評価差額金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 330,366 △12,297 318,068 8,750,858
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △195,394
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 542,013

自 己 株 式 の 取 得 △61,800
自 己 株 式 の 処 分 25,447
株主資本以外の項目
の当期変動額 ( 純額 ) △68,879 38,260 △30,619 △30,619

当 期 変 動 額 合 計 △68,879 38,260 △30,619 279,647
当 期 末 残 高 261,487 25,962 287,449 9,030,506
※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。

― 40 ―

2025年05月26日 20時06分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



貸 借 対 照 表
(2025年３月31日現在)

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
[流 動 資 産]

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
短 期 貸 付 金
そ の 他

[固 定 資 産]
（有形固定資産）

建 物 及 び 構 築 物
車 両 運 搬 具
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

（無形固定資産）
ソ フ ト ウ ェ ア
商 標 権

（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 貸 付 金
出 資 金
そ の 他

2,178,551
1,948,891

60,705
26,234

127,999
1,373

13,346
2,691,476
241,358
10,014
3,066
7,373

217,461
3,442
4,799
4,351
447

2,445,319
3,875

1,407,025
1,018,583

9,657
18

6,160

[流 動 負 債]
未 払 金
リ ー ス 債 務
未 払 法 人 税 等
預 り 金
賞 与 引 当 金

[固 定 負 債]
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金

85,861
52,127
1,968

11,682
10,552
9,530
19,023
1,840
365

16,817
負 債 合 計 104,885

純 資 産 の 部
[株 主 資 本] 4,764,348
（資本金） 1,772,363
（資本剰余金） 2,588,508

資 本 準 備 金 2,103,850
そ の 他 資 本 剰 余 金 484,657

（利益剰余金） 475,451
そ の 他 利 益 剰 余 金 475,451
繰 越 利 益 剰 余 金 475,451

（自己株式） △71,974

[評 価・換算差額等] 793

その他有価証券評価差額金 793
純 資 産 合 計 4,765,141

資 産 合 計 4,870,027 負債及び純資産合計 4,870,027
※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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損 益 計 算 書

（自
至

2024
2025

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 858,183
営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 768,638 768,638
営 業 利 益 89,544

営 業 外 収 益
受 取 利 息 6,578
受 取 配 当 金 67
固 定 資 産 賃 貸 料 2,505
そ の 他 278 9,431

営 業 外 費 用
支 払 手 数 料 309
そ の 他 404 713
経 常 利 益 98,261
税 引 前 当 期 純 利 益 98,261
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,927 1,927
当 期 純 利 益 96,334

※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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株主資本等変動計算書

（自
至

2024
2025

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資
本剰余金

資本剰余
金 合 計

その他利益剰余金 利益剰余
金 合 計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,772,363 2,103,850 469,357 2,573,208 574,511 574,511
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △195,394 △195,394
当 期 純 利 益 96,334 96,334
自己株式の取得
自己株式の処分 15,300 15,300
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 15,300 15,300 △99,060 △99,060
当 期 末 残 高 1,772,363 2,103,850 484,657 2,588,508 475,451 475,451

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △20,321 4,899,761 1,153 1,153 4,900,914
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △195,394 △195,394
当 期 純 利 益 96,334 96,334
自己株式の取得 △61,800 △61,800 △61,800
自己株式の処分 10,147 25,447 25,447
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △360 △360 △360

当 期 変 動 額 合 計 △51,652 △135,412 △360 △360 △135,773
当 期 末 残 高 △71,974 4,764,348 793 793 4,765,141
※単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。

― 43 ―

2025年05月26日 20時06分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2025年５月27日
デリカフーズホールディングス株式会社
取締役会 御中

南 青 山 監 査 法 人
東京都港区
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 桂 川 修 一

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 原 田 辰 也

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、デリカフーズホールディングス株式会社の2024

年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、デリカフーズホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2025年５月2７日
デリカフーズホールディングス株式会社
取締役会 御中

南 青 山 監 査 法 人
東京都港区
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 桂 川 修 一

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 原 田 辰 也

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、デリカフーズホールディングス株式会社の

2024年４月１日から2025年３月31日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第22期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 南青山監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 南青山監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月27日

デリカフーズホールディングス株式会社 監査役会
常勤監査役 田井中 俊 行
社外監査役 森 田 雅 也
社外監査役 三 島 宏 太

以 上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図
会場 ：東京都千代田区神田駿河台四丁目６番

御茶ノ水ソラシティカンファレンスセンター ２階
sola city Hall（ソラシティ ホール）
電話 03-6206-4855
受付開始時間は午前９時30分を予定しております。

（交通アクセス）
・JR中央線・総武線御茶ノ水駅聖橋口徒歩1分
・地下鉄千代田線新御茶ノ水駅出口B2直通

（ご案内）
〇当日ご出席の際には、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

〇総会にご出席いただいた株主様に、心ばかりではありますがお土産をお渡
ししたいと存じます。なお、大変申し訳ございませんが、お土産が冷凍品
であることもあり、総会終了時にお一人様１つずつのお渡しとさせていた
だきます。株主様のご来場を心からお待ちしております。
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電子提供措置の開始日2025年６月４日

株 主 各 位

第22回定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

デ リ カ フ ー ズ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社
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連結注記表

〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 5社
連結子会社の名称 デリカフーズ㈱、デザイナーフーズ㈱、

エフエスロジスティックス㈱
デリカフーズ長崎㈱、楽彩㈱

当連結会計年度において、当社連結子会社であった㈱メディカル青果物研究所は、当社連結子会社である
デザイナーフーズ㈱を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

２．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する棚卸資産
総平均法による原価法
（貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの方法）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ２年〜50年
機械装置及び運搬具 ２年〜12年
その他 ２年〜15年

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年か
ら５年間で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法によっております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。
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③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

青果物事業
青果物事業においては、主にホール野菜の販売、カット野菜及びミールキットの製造及び販売を行っ

ており、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。商品又は製
品の販売については、商品又は製品の引渡時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得
することにより履行義務が充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

物流事業
物流事業においては、主に青果物等の食品配送サービスを提供しており、顧客との契約に基づいてサ

ービスを提供する履行義務を負っております。当該サービスの提供については役務の提供完了により履
行義務が充足されると判断し、役務提供完了時点で収益を認識しております。

研究開発・分析事業
研究開発・分析事業では、食に関する商品開発コンサルティングサービス及び受託分析サービス等を

提供しており、顧客との契約に基づいてサービスを提供する履行義務を負っております。当該サービス
提供に関しては契約上の条件が履行された時点をもって履行義務が充足されると判断し、履行義務が充
足される役務提供完了時点で収益を認識しております。
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（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

〔会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更〕
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20−３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65−２項(2)ただし書きに定
める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありませ
ん。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務

諸表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から
適用しております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
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〔会計上の見積りに関する注記〕
１．繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 27,674千円
繰延税金負債 114,046千円
なお、上記繰延税金資産及び繰延税金負債は納税主体ごとの相殺後の金額を表示しております。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、繰延税金資産について、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち、将来の税負

担を軽減する効果を有すると認められる範囲内で計上しております。
将来の税負担を軽減する効果を有すると認められるどうかの判断においては、将来の課税所得の発生時期

及び金額を合理的に見積り、金額を算定しております。
繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来課税所得の発生額の見積りは、経営者が作成した事業

計画を基礎としております。
なお、当該見積りは不確実性を伴うため、翌連結会計年度の連結計算書類において、経営環境の著しい変

化等があった場合には、繰延税金資産、繰延税金負債及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能
性があります。

２．固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 14,649,904千円
無形固定資産 64,364千円
減損損失 −千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループでは、減損の兆候がある資産又は資産グループについて、減損損失を認識するかどうかの判

定を資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することに
よって行い、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る
場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
将来キャッシュ・フローは、経営者が作成した事業計画及び過去の業績等に基づき算出しております。
なお、当該見積りは不確実性を伴うため、経営環境の著しい変化等があった場合には、翌連結会計年度の

連結計算書類において減損損失を計上する可能性があります。
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〔連結貸借対照表に関する注記〕
１．担保資産

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金100,008千円を含む）291,626千円の担保に供しているもの
は次のとおりであります。

建物及び構築物 960,186千円
土地 2,286,299 〃
計 3,246,485千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 9,274,993千円

３．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

４．国庫補助金等による圧縮記帳額（直接減額方式）
建物及び構築物 1,893,794千円
機械装置及び運搬具 878,028 〃
その他 3,133 〃

５．当座貸越契約
連結子会社（デリカフーズ㈱）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越

契約を締結しております。
当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額 2,850,000千円
借入実行残高 650,000 〃
差引額 2,200,000千円

６．財務制限条項
当連結会計年度末の借入金のうち、685,103千円には、連結又は連結子会社の貸借対照表の純資産の部

や、損益計算書の経常損益等に係る財務制限条項が付されております。
なお、当連結会計年度末において財務制限条項に抵触しておりません。
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式(株) 16,372,000 ― ― 16,372,000

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式(株) 89,094 124,000 44,489 168,605

（変動事由の概要）
増加の内訳は、次のとおりであります。
立会外買付取引による自己株式の取得による増加： 120,000株
譲渡制限解除による無償取得による増加： 4,000株

減少の内訳は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分による減少： 44,489株

３．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2024年６月28日
定時株主総会 普通株式 195,394 12.00 2024年３月31日 2024年６月29日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 194,440 12.00 2025年３月31日 2025年６月27日

〔金融商品に関する注記〕
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全資産に限定し、また、資金調達については運転資金の効率的な
調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。加えて、主にカット野菜の製造販売事業を
行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。デリバティブは
後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。
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（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主にその他有価証券

に区分される株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金、未払金は、原則として１ヶ月以内の支払期日であります。借入金は、主に設備投

資に必要な資金の調達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リス
クに晒されております。
デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引

であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理実施要領に従い、営業債権について、営業グループと管理グループが連携
して、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも
に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。当期の連結決算日現在に
おける最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸借対照表価額により表されており
ます。
デリバティブ取引の利用については、取引相手先を格付けの高い金融機関に限定しているため信用リ

スクはほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握

し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
借入金については、長期借入金の金利変動リスクを回避するため、原則として固定金利による借入を

実施しておりますが、一部の長期借入金については変動金利による借入を実施しているため、支払金利
の変動リスクを抑制するため金利スワップ取引を利用しております。
デリバティブ取引については、デリバティブ取引管理要領に従い取引権限や限度額を設定し、取引実

行後は経理部門内においてデリバティブ取引の残高状況等を把握し管理しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき管理グループが適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のな

い株式等(連結貸借対照表計上額10,100千円)は、「その他有価証券」には含めておりません。
また、「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」及び「未払金」については、現金及び短期

間で決済されるため時価が帳簿価格に近似するものであることから、記載を省略しております。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
投資有価証券
その他有価証券 689,254 689,254 ー

資産計 689,254 689,254 ー
長期借入金(※1) 9,703,765 9,594,991 △108,773

負債計 9,703,765 9,594,991 △108,773
デリバティブ取引(※2) 4,471 4,471 ー

（※1）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は、純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については( )で示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 689,254 ― ― 689,254

デリバティブ取引
金利関連 ― 4,471 ― 4,471

資産計 689,254 4,471 ― 693,726

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 ー 9,594,991 ー 9,594,991

負債計 ー 9,594,991 ー 9,594,991

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
店頭取引のデリバティブについては取引金融機関より提示された時価によっております。これらは金利等の

インプットを用いた将来キャッシュ・フローの割引現在価値により算定されており、レベル２の時価に分類し
ております。

長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、 割引現

在価値法により算定しており、 レベル２の時価に分類しております。
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〔賃貸等不動産に関する注記〕
重要性が乏しいため記載を省略しております。

〔収益認識に関する注記〕
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、青果物事業、物流事業及び研究開発・分析事業を営んでおり、各事業の売上高は、青果
物事業57,832,739千円、物流事業847,911千円及び研究開発・分析事業81,928千円であります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
「会計方針に関する事項」の「（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１株当たり純資産額 557円 32銭
１株当たり当期純利益 33円 26銭
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個別注記表

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
１．有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式
移動平均法による原価法

② その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 12年〜50年
車両運搬具 ３年〜４ 年
工具、器具及び備品 ２年〜13年

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年か
ら５年間で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産
定額法によっております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。
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③ 退職給付引当金
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社は持株会社としてグループ会社の株式を所有し、グループ会社の経営戦略の策定、経営管理及びそれ

に付帯するサービスを行っており、関係会社との契約に基づいてサービスを提供する履行義務を負っており
ます。
このため、当社の収益は子会社からの経営指導料及び受取配当金となります。
経営指導料については、経営指導サービスは一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、サービ

スの提供期間に応じて均等按分し収益を認識しております。また、受取配当金については、配当金の効力発
生日をもって収益を認識しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と

異なっております。
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〔会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更〕
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20−３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類
への影響はありません。

〔会計上の見積りに関する注記〕
関係会社投融資の評価

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式 1,407,025千円
関係会社短期貸付金 127,999千円
関係会社長期貸付金 1,018,583千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
関係会社株式は、市場価格のない株式であり関係会社の財政状態の悪化により実質価額が帳簿価額を著し

く下回った場合に、実質価額が将来の利益計画等により回復可能性が裏付けられる場合を除き、貸借対照表
価額を相当額減額することとしております。
また、関係会社貸付金については、財政状態及び経営成績の悪化等により債権の実質価額の減少が認めら

れた場合に、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を貸倒引当金として計上することとしておりま
す。
関係会社投融資の評価は、関係会社の事業計画に基づく将来売上予測及び営業利益予測等に基づいて検討

を行っております。
なお、当該見積りは不確実性を伴うため、経営環境の著しい変化があった場合には、翌事業年度において

関係会社投融資に関連する損失の計上が必要となる可能性があります。
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〔貸借対照表に関する注記〕
１．有形固定資産の減価償却累計額 44,720千円

２．保証債務
下記の会社の金融機関からの借入金及びリース債務に対して、次のとおり債務保証を行っております。
デリカフーズ㈱ 6,884,877千円
デリカフーズ長崎㈱ 350,009千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 67,303千円
短期金銭債務 16,601千円

〔損益計算書に関する注記〕
関係会社との取引高 営業取引による取引高

営業収益 858,183千円
販売費及び一般管理費 112,829千円

営業取引以外の取引による取引高 7,510千円
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〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式(株) 16,372,000 ー ー 16,372,000

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式(株) 89,094 124,000 44,489 168,605

（変動事由の概要）
増加の内訳は、次のとおりであります。
立会外買付取引による自己株式の取得による増加： 120,000株
譲渡制限解除による無償取得による増加： 4,000株

減少の内訳は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分による減少： 44,489株

〔税効果会計に関する注記〕
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

税務上の繰越欠損金 19,476千円
関係会社株式評価損 42,000 〃
賞与引当金 3,004 〃
退職給付引当金 5,300 〃
未払事業税 3,074 〃
その他 5,789 〃

繰延税金資産小計 78,645千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △19,476 〃
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △59,169 〃

評価性引当額 △78,645 〃
繰延税金資産合計 −千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △365千円

繰延税金負債合計 △365千円

繰延税金負債純額 △365千円
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〔関連当事者との取引に関する注記〕
子会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

(％)
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社 デリカフーズ㈱ (所有)
直接100.0

役務の提供
資金の貸付
債務の保証
役員の兼任

経営指導料
（注１） 648,389 売 掛 金 59,385

資金の貸付
（注１） −

関 係 会 社
短 期 貸 付 金 29,999

関 係 会 社
長 期 貸 付 金 265,000

債務保証
（注２） 6,884,877 − −

子会社 エフエスロジスティッ
クス㈱

(所有)
直接100.0

役務の提供
資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注１） −

関 係 会 社
短 期 貸 付 金 72,999

関 係 会 社
長 期 貸 付 金 249,416

子会社 デリカフーズ長崎㈱ (所有)
間接100.0

資金の貸付
債務の保証
役員の兼任

資金の貸付
（注１） − 関 係 会 社

長 期 貸 付 金 350,000

債務保証
（注２） 350,009 − −

子会社 楽彩㈱ (所有)
直接100.0

資金の貸付
役員の兼任
役務の提供
役務の受入

資金の貸付
（注１） −

関 係 会 社
短 期 貸 付 金 24,999

関 係 会 社
長 期 貸 付 金 154,166

開発の委託
（注１） 84,000 未 払 金 7,700

（注）１．取引条件については、両者協議のうえ、決定しております。
２．金融機関からの借入金やリース債務に対して債務保証をしており、取引金額は期末時点の保証残高で
あります。

〔収益認識に関する注記〕
収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１株当たり純資産額 294円 08銭
１株当たり当期純利益 5円 91銭
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